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豊中市告示第５２３号 

 

豊中市文書送達業務の委託契約に係る総合評価一般競争入札について 

   

令和６年４月１日から令和９年３月３１日までにおける豊中市文書送達業務の委託契約について、次のとおり

総合評価一般競争入札を行いますので、地方自治法施行令(昭和２２年政令第１６号。以下「施行令」という。)

第１６７条の６及び第１６７条の１０の２第６項の規定により公告します。   

  

  令和５年１０月１８日 

豊中市長 長 内 繁 樹  

                               

１ 入札に付する事項 

(1) 業務名 

豊中市文書送達業務 

(2) 履行場所 

 豊中市中桜塚３丁目１番１号 他豊中市が指定する場所 

(3) 業務概要 

   配送物（信書及び信書に該当しない文書並びにチラシ・冊子束及び物品等）の配送 

(4) 履行期間 

   令和６年４月１日から令和９年３月３１日まで 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

  次に掲げる要件をすべて満たし、本市の競争入札参加資格確認審査において、その資格を認められた者 

(1) 施行令第１６７条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 公告日において令和５年度の豊中市物品等入札参加資格「９５運搬請負」の「９９その他」の認定を受け

ていること。なお、当該営業種目・細目の認定を受けてない者で、本入札に参加を希望するものは、３(1)

により当該営業種目・細目の追加認定の申込みをすることができる。 

(3) 民間事業者による信書の送達に関する法律（平成１４年法律第９９号）第２条第７項第１号に掲げる役務

を提供する事業の許可を総務大臣から受けていること。 

(4) 本市から豊中市入札参加停止基準（平成７年６月１日制定）に基づく入札参加停止措置を受けていないこ

と。 

(5) 本市から豊中市発注契約に係る暴力団等排除措置要綱（平成２４年２月１日制定）に基づく入札参加除外 

措置を受けていないこと。 

(6) 特定信書便業務委託契約１件の契約金額（履行期間が１年以上の契約である場合にあっては、１年間に換 

算して算出した金額とする。）が１，５００千円以上の特定信書便業務を元請けとして履行した実績を有す 

ること。 

(7) 会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１７年法律第８７号）第６４条による改正前の

商法（明治３２年法律第４８号）第３８１条第１項（会社法の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第

１０７条の規定によりなお従前の例によることとされる場合を含む。）の規定による会社の整理の開始を命

ぜられていない者であること。 

(8) 平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条による廃止前の和議法

（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申立てをしていない者であること。 

（9) 平成１２年４月１日以後に民事再生法第２１条第１項又は第２項の規定による再生手続開始の申立てを 

していない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第３３条第１項の再生手続開始の決 

定を受けた者が、その者に係る同法第１７４条第１項の再生計画認可の決定が確定した場合にあっては、再 

生手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者とみなす。 

(10) 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更生手続開始の申立 

て（同法附則第２条の規定によりなお従前の例によることとされる更生事件（以下「旧更生事件」という。） 

に係る同法による改正前の会社更生法（昭和２７年法律第１７２号。以下「旧法」という。）第３０条第１ 

項又は第２項の規定による更生手続開始の申立てを含む。以下「更生手続開始の申立て」という。）をして 

いない者又は更生手続開始の申立てをなされていない者であること。ただし、会社更生法第４１条第１項の 

更生手続開始の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生手続開始の決定を含む。）を受けた者については、 

その者に係る会社更生法第１９９条第１項の更生計画の認可の決定（旧更生事件に係る旧法に基づく更生計 

画の認可の決定を含む。）があった場合にあっては、更生手続開始の申立てをしなかった者又は更生手続開 
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始の申立てをなされなかった者とみなす。 

３ 総合評価一般競争入札参加資格確認審査手続 

(1) 本入札に参加を希望する者は、(5)に定めるところに従い、次に掲げる書類（以下「申込書類」という。） 

を提出し、本市の確認を受けなければならない。 

ア 令和５年度入札参加資格 営業種目・細目追加申込書（様式１）（２(2)に規定する営業種目・細目の 

認定を受けていない者に限る。） 

イ 受付票（様式２） 

ウ 総合評価一般競争入札参加資格確認申込書（様式３） 

エ 同種業務の契約・履行実績（様式４） 

オ エの実績を証する契約書の写し又は発注者が作成した契約履行証明（様式５） 

(2) 期限までに申込書類を提出しない者又は本市が入札参加資格がないと認めた者は、本入札に参加すること 

ができない。 

(3) 入札参加資格の確認の結果は、令和５年１１月６日(月)までに、申込者に通知する。なお、入札参加資格 

がないと認めた者には、その理由を付して通知する。 

(4) 令和５年度入札参加資格 営業種目・細目追加申込書（様式１）、受付票（様式２）、総合評価一般競争入 

札参加資格確認申込書（様式３）、同種業務の契約・履行実績（様式４）及び契約履行証明（様式５）並び 

に総合評価一般競争入札説明書の配付 

  ア 配付期間 

    令和５年１０月１８日（水）から令和５年１０月３１日（火）まで（土曜日及び日曜日を除く。） 

の午前９時から午後５時まで 

  イ 配付場所 

  豊中市中桜塚３丁目１番１号 

  豊中市総務部契約検査課契約係（第一庁舎４階） 

  電話（０６）６８５８－２０７２～２０７４ 

  ウ その他 

    令和５年１０月１８日（水）から令和５年１０月３１日（火）までの間は、豊中市のホームページから 

も入手できる。 

(5) 申込書類の提出 

ア 提出期間  

    令和５年１０月１８日（水）から令和５年１０月３１日（火）まで（土曜日及び日曜日を除く。）の午 

前９時から午後５時まで 

イ 提出場所 

  豊中市中桜塚３丁目１番１号 

  豊中市総務部契約検査課契約係（第一庁舎４階） 

  電話（０６）６８５８－２０７２～２０７４ 

 (6) その他 

  ア 申込書類の作成に係る費用は、提出者の負担とする。 

  イ 提出された申込書類は、返却しない。 

  ウ 申込書類は持参するものとし、郵送又は電送によるものは受け付けない。 

４ 現場説明書、入札金額内訳書、仕様書、質疑書（以下「仕様書等」という。）の配付 

(1) 仕様書等の配付 

仕様書等は、２に掲げる資格が確認できた者に対し、事前に電話連絡をした上、令和５年１１月６日（月） 

にメールを送信することにより配付する。 

(2)その他 

   総合評価基準等及び仕様書等の内容についての質疑の方法は、現場説明書で指示する。 

５ 契約条項を示す場所及び期間 

(1) 場所 

 豊中市中桜塚３丁目１番１号 

   豊中市役所総務部契約検査課（第一庁舎４階） 

   電話（０６）６８５８－２０７２～２０７４ 

(2) 期間 

令和５年１０月１８日（水）から令和５年１２月２８日（木）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）

及び令和６年１月４日（木）から令和６年１月２６日（金）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の 
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午前９時から午後５時まで 

６ 入札執行の日時、場所等 

(1) 書類提出期間 

令和５年１１月２２日（水）から令和５年１２月７日（木）まで（土曜日、日曜日及び祝日を除く。）の

午前９時から午後５時まで 

(2) 提出場所 

豊中市中桜塚３丁目１案１号 

豊中市役所総務部契約検査課（第一庁舎４階） 

(3) 開札日時 

令和５年１２月８日(金) 午後３時 

(4) 開札場所 

豊中市中桜塚３丁目１番１号 

豊中市役所第一庁舎４階第１入札室 

７ 入札方法等 

(1) 本入札は、施行令第１６７条の１０の２第３項に規定する総合評価一般競争入札により行うので、入札者 

は、総合評価一般競争入札説明書に基づき書類を整備し、６により提出し入札すること。 

(2) 入札書に記載する金額は年額とする。落札者の決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の 

１００分の１０に相当する金額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を 

切り捨てた金額）をもって落札金額とするので、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者である 

か免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記 

載すること。 

(3) 入札は３回を限度とする。 

(4) 本入札については、低入札基準価格を設ける。 

(5) 予定価格は開札後に公表する。 

８  入札金額内訳書の提出 

(1) 入札に際し、当該入札書に記載される入札金額に対応した入札金額内訳書の提出を求める。 

(2) 入札金額内訳書は、参考図書として提出を求めるものであり、入札及び契約上の権利義務を生じるもので 

はない。 

９ 入札の効力 

  この入札の効力は、入札の対象となる業務に係る予算が豊中市議会において議決され、その予算の執行が可 

能となることにより生じるものとする。 

10 入札の無効 

  入札に参加する資格のない者及び虚偽の申請を行った者のした入札並びに入札心得において示した条件等 

入札に関する条件に違反した入札は、無効とする。 

  なお、本市により入札参加資格のある旨確認された者であっても、当該確認の後、入札時点において２に掲 

げる資格のない者のした入札及び落札者の決定時までに２に掲げる資格を失った者のした入札は無効とする。 

11 入札保証金及び契約保証金に関する事項 

(1) 入札保証金 

免除する。 

(2) 契約保証金 

契約金額の１００分の５に相当する額以上の額を納付しなければならない。ただし、豊中市財務規則（昭 

和４６年豊中市規則第１３号）第１０９条又は第１１０条の規定を適用できる場合はこの限りでない。 

12 契約の締結 

契約書を作成する。 

13 その他 

(1) 落札者の決定方法 

落札者の決定に当たっては、本業務にとって最適な事業者を選定するため、予定価格の制限の範囲内にお

いて有効な入札があった者を(2)の落札者決定基準により評価する総合評価方式を採用する。 

(2) 落札者決定基準 

  ア 評価に当たっては、５００点の範囲内で配点を行い、総得点の最も高い入札者を落札候補者とする。 

イ 評価を価格評価、業務体制及び公共性（施策反映）評価に区分し、その配点をそれぞれ２５０点、１３

０点及び１２０点とする。 

ウ 業務体制評価については、研修体制、業務実績、履行体制及び品質保証への取組みに区分して評価し、 
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その配点をそれぞれ３０点、１０点、６０点及び３０点とする。 

  エ 公共性（施策反映）評価については、福祉への配慮、男女共同参画への配慮、環境への配慮及び災害時

の業務体制に区分して評価し、その配点をそれぞれ９０点、１０点、１０点及び１０点とする。 

① 福祉への配慮 

障害者に対する就労支援事業への取組み、就労困難者の新規雇用、就労困難者の就労支援事業の取組 

み及び障害者の雇用率に区分して評価し、その配点をそれぞれ２８点、３０点、１２点及び２０点とする。 

② 男女共同参画への配慮 

 女性の活躍推進への取組み及び仕事と子育ての両立への取組みに区分して評価し、その配点を各５点 

とする。 

③ 環境への配慮 

省エネルギー化の取組み及び環境配慮率先行動の取組みに区分して評価し、その配点を各５点とする。 

④ 災害時の業務体制 

災害時に契約業務を適正に執行するための交通手段の確保、人員の確保等の社内体制及び災害時の事 

業継続計画（ＢＣＰ）等緊急時の対応マニュアルの策定状況並びに社屋や営業所が耐震性能を満たして 

いること、災害時の帰宅困難者を留め置くための場所の確保、物資の備蓄等の防災・減災の取組事項を 

評価し、その配点を１０点とする。 

  オ 過去３年以内の処分歴等については、入札参加停止又は入札参加除外措置の有無、契約解除の有無及び 

書面での警告の有無に区分して評価し、総得点からそれぞれ２０点、２５点及び５点を減点する。 

カ 本基準の詳細は、総合評価一般競争入札説明書（以下「説明書」という。）による。 

(3) 落札者の決定 

落札候補者が説明書に基づき、本市が指定する期日（以下「指定日」という。）までに提出することと指

定した書類（以下「指定書類」という。）を提出し、本市が受理したときは、当該落札候補者を落札者とす

る。 

(4) 落札候補者の取消し 

落札候補者が説明書に基づき、指定日までに指定書類を提出しないときは、落札候補者の決定を取り消し、 

(2)の落札者決定基準により次点と評価された入札者（以下「次順位者」という。）を落札候補者とする。 

(5) 落札者が契約を締結しない場合の措置 

落札者が契約を締結しない場合は、次順位者と契約の交渉を行うこととする。  

(6) その他 

入札参加者は、現場説明書及び入札心得を熟読し、入札心得を遵守すること。 

 

14 問合わせ先 

  豊中市中桜塚３丁目１番１号 

  豊中市総務部契約検査課契約係（第一庁舎４階） 

  電話（０６）６８５８－２０７２～２０７４ 


